
子どもの居場所づくり事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第４条の規定に基づき、子どもの居場所づくり事業補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本事業は、「子どもの居場所づくり事業実施要領」（令和２年３月２３日付第２０１９

００３３２７３２号鳥取県福祉保健部長通知。以下「実施要領」という。）に基づき、新たに

取組を行う民間団体等の立ち上げを支援し、地域における子どもの居場所づくりの取組の運

営継続・拡充を図ることを目的として交付する。 

 

（直接補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表１の第１欄に掲げる実施要領に定める事

業（以下「対象事業」という。）について、対象事業を行う市町村に対し、予算の範囲内で補

助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、対象事業に要する同表の第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」（同

表の第４欄に定める額を限度とする。）という。）の実支出額（ただし、食材費は、同表の第

４欄に定める限度額と比較して少ない方の額を限度とする。）から対象事業に伴う食事やレク

リエーション等の実費相当額としての徴収金、対象事業のための寄附金及びその他の収入の

額を控除した額の合計額に、同表の第５欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得

た額（千円未満の端数は切り捨てる。以下同じ。）以下とする。 

３ 本補助金は、第６条による交付決定の時期にかかわらず、第５条第１項ただし書きの場合

を除き、交付決定日の属する年度の４月１日から３月３１日までの対象事業に要する経費の

額を補助の対象とする。 

４ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、対象事業

の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならないこととし、補助対象経費

のうち委託費については、県内事業者が実施したものに限ることとする。ただし、止むを得

ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認めた場合についてはこの限りでない。 

 

（間接補助金の交付） 

第４条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表２の第１欄に掲げる実施要領に定める事

業（以下「対象事業」という。）について、同表の第２欄に掲げる者に対し、その者が行う対

象事業（以下「間接補助事業」という。）に間接補助金を交付する市町村に対し、予算の範囲

内で補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助対象経費の実支出額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費

税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する

仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除

く。なお、同表の第４欄に定める額を限度とする。ただし、食材費は、同表の第４欄に定め

る限度額と比較して少ない方の額を限度とする。）から対象事業に伴う食事やレクリエーショ

ン等の実費相当額としての徴収金、対象事業のための寄附金及びその他の収入の額を控除し

た額の合計額について、市町村が補助する額に同表の第５欄に定める率（以下「補助率」と

いう。）を乗じて得た額（千円未満の端数は切り捨てる。以下同じ。）以下とする。 

３ 本補助金は、第６条による交付決定の時期にかかわらず、第５条第１項ただし書きの場合

を除き、交付決定日の属する年度の４月１日から３月３１日までの対象事業に要する経費の



額を補助の対象とする。 

４ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、対象事業

の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならないこととし、補助対象経費

のうち委託費については、県内事業者が実施したものに限ることとする。ただし、止むを得

ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認めた場合についてはこの限りでない。 

 

（交付申請の時期等） 

第５条 本補助金の交付申請は、原則として毎年６月末日までに行わなければならない。 

ただし、年度の中途で新規に対象事業を実施する場合は、事業実施の１４日前までに行わ

なければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第

１号、様式第２号及び様式第３号によるものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、特定収入

割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人及び同法第２

条第７項に規定する人格のない社団等）若しくは地方公共団体であるとき、又は仕入控除税

額が明らかでないときは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経

費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」）という。）の範囲内で交付

申請をすることができる。 

 

（交付決定の時期等） 

第６条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うもの

とする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。 

３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、

仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控

除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は変更

後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するも

のとする。 

 

（間接交付の条件） 

第７条 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、第４条第１項に規定す

る間接補助金（以下単に「間接補助金」という。）を交付するときは、その交付を受ける者

（以下「間接補助事業者」という。）に対し、次の表の左欄に掲げる規則の規定（これらの

規定中同表の中欄に掲げる字句を同表の右欄に掲げる字句に、それぞれ読み替えたものとす

る。）に準じた内容の条件を付さなければならない。 

第１２条（第４項を

除く。）、第１３条、

第１４条、第１６条

第２項後段、第１７

条、第２５条及び第

２６条 

補助事業者等 間接補助事業者等 

交付決定 間接交付の決定 

補助事業等 間接補助事業 

知事 補助事業者 

様式第２号による 補助事業者が定める 

対象事業 間接補助事業 

様式第３号による 補助事業者が定める 

補助金等及び間接県費補助金等 間接補助金 

 

（承認を要しない変更） 

第８条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 



（１）市町村が行う補助事業に係る次に定める変更 

ア 本補助金の増額又は２割以上の減額を伴う変更 

イ その他交付目的に特に影響を及ぼすと認められる変更 

（２）間接補助金の減額 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

３ 規則第１２条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第１号から３号によるものとする。 

 

（間接的な変更等の承認） 

第９条 補助事業者は、第７条の規定により付した規則第１２条の規定に準じた内容の条件に

基づき、間接補助事業について変更等の承認をしようとするときは、あらかじめ規則様式第

２号による申請書を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

２ 第６条第１項の規定は、前項の規定による知事の承認について準用する。 

３ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第１２条第１項（同条第２項におい

て準用する場合を含む。）の別に定める変更等を定めるに当たっては、次に掲げる変更等を

定めてはならない。 

（１）間接補助事業に係る次に定める変更 

ア 本補助金の増額又は２割以上の減額を伴う変更 

イ その他交付目的に特に影響を及ぼすと認められる変更 

（２）間接補助事業の中止及び廃止 

 

（指示等の報告） 

第１０条 補助事業者は、第７条の規定により付した規則第１３条又は第１６条第２項後段の

規定に準じた内容の条件に基づき、間接補助事業者に対して指示をし、又は間接補助事業者

から報告を受けたときは、直ちにその旨を知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる

日までに行わなければならない。 

（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、対象事業の完了又は中止若

しくは廃止の日から３０日を経過する日 

（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、対象事業等の完了予定年月日の属する

年度の翌年度の４月３０日 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、

それぞれ様式第１号、様式第２号及び様式第３号によるものとする。 

３ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実

績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」と

いう。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければなら

ない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その

額が実績報告控除税額を超えるときは、様式第７号により速やかに知事に報告し、知事の返

還命令を受けて、その超える額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（間接補助金の支払） 

第１２条 補助事業者は、間接補助事業に係る本補助金の支払いを受けたときは、その支払い

を受けた額に応じた額の間接補助金を、遅滞なく間接補助事業者に支払わなければならない。 

 

（事業継続努力義務） 



第１３条 別表１及び２の第３欄に掲げる（１）事業立上支援の交付を受けた者は、当該事業

を５年間継続して事業実施するよう努めなければならない。 

２ 前項の期間内において、毎年、事業の運営に係る状況を、様式第５号により、翌４月３０

日までに知事に報告するものとする。ただし、運営経費の補助を受けている場合は、当該年

度の実績報告書にかえることができる。 

３ 第１項に定める期間内に、当該事業を休止又は廃止若しくは事業内容を著しく変更（以下

「休止等」という。）しようとするときは、あらかじめ理由、予定日、その他必要な事項につ

いて様式第６号により知事に届け出て、事業の休止等に関する協議を行うものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第１４条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産につ

いては、知事が別に定める期間）とする。 

２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具 

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定める

もの 

３ 第６条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 

 

（間接的な財産処分の承認） 

第１５条 補助事業者は、第７条の規定により付した規則第２５条第２項の規定に準じた内容

の条件に基づき、財産の処分の承認をしようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。 

２ 第６条第１項の規定は、前項の規定による知事の承認について準用する。 

３ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第２５条第２項ただし書の期間を定

めるに当たっては、前条第１項に定める期間（同令に定めのない財産については、知事が別

に定める期間）より短い期間を定めてはならない。 

４ 補助事業者は、第１項に規定する条件に基づき、規則第２５条第２項第４号の財産を定め

るに当たっては、前条第２項各号に掲げる財産を定めなければならない。ただし、当該財産

以外の財産を定めることを妨げない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１６条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、額の確定の

有無にかかわらず、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、すでに補助金が交付さ

れているときは、その返還を命ずることができる。 

（１）補助金を他の用途に使用したとき。 

（２）補助金交付決定の内容、条件、対象事業の遂行、事業の継続等について、規則、実施要

領及び本要綱の規定に従わないとき。 

２ 前項の補助金の返還額は、事業継続年数を勘案し、知事が定めるものとする。 

３ 第１項の補助金の返還は、当該命令のなされた日から起算して１５日以内に行わなければ

ならないものとし、期限内に納付がない場合は、未納に係る期間に応じて、年１０．９５％

の割合で計算した遅延金を徴するものとする。 

 

（雑則） 

第１７条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、子

ども家庭部長が別に定める。 

 



 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度事業から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度事業から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年７月２８日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度事業から適用する。 



別表１（第３条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 対象

事業 

２ 事業実施主体 

（直接補助事業者） 

３ 補助対象経費 ４ 限度額 ５ 補助率 

子どもの
居場所づ
くり事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業立上経費 

 調理器具・冷蔵庫等の備品、食器等の消耗品
の購入に要する経費、調理室や居室等の修繕に
要する経費、使用料賃借料（会場借上げに要す
る初期経費等）等 

 

１事業者につき２，０００千円 

２／３ 

（２）運営経費 

ア 備品買替以外 

○会場に要する経費 

使用料・賃借料、光熱水費、環境衛生に
要する物品購入費等 

○食事提供に要する経費 

調理スタッフの人件費、食材費（１食３
５０円上限）、食品衛生管理に要する物
品購入費、消耗品購入費等 

○学習支援に要する経費 

学習指導スタッフの人件費、教材・文具 

購入費、消耗品購入費等 

○その他の活動（創作活動、芸術鑑賞、談
話）に要する経費 

保険加入料、レクリエーション等の有償
ボランティアの経費、材料費等の物品購
入費、消耗品購入費等 

○行政等との連携に要する経費 

相談員やコーディネーターの人件費、連 

絡調整業務に要する通信費、事業周知や 

相談支援に要する事務経費、研修・会議 

参加に要する旅費等 

※飲食店がその施設・設備、従業員等を活 

用して取り組む場合は、食事提供に要する
経費（人件費、食材費、需用費等）は対象
外とする。 

イ 備品買替に要する経費等 

調理器具・冷蔵庫等の備品の耐用年数経過
や故障等に伴う買替経費等 

 

 

ア 備品買替以外 

 

開催頻度 限度額 

年 192 回以上 
（週 4 回等） 

２，０００千円 

年 48 回～191 回 
（週１回等） 

１，５００千円 

年 12 回～47 回 
（月１回以上） 

１，０００千円 

※ただし、月１回以上の開催とする

こと。 

※食材費は、１食３５０円を上限と
する。 
 
イ 備品買替に要する経費等 
 
1 事業者につき２００千円 
 

１／２ 



別表２（第４条関係） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※民間団体等は、以下の要件をすべて満たすこと。 

１）団体の事務所を県内に有し、県内で活動する団体等 

２）代表者が明らかであること。 

３）政治活動、宗教活動又は営利事業を目的とする活動ではないこと。 

１ 対象

事業 

２ 事業実施主体 

（間接補助事業者） 

３ 補助対象経費 ４ 限度額 ５ 補助率 

子どもの
居場所づ
くり事業 

  

間接交付主体である
市町村が適当と認め
た地域団体、法人（た
だし、社会福祉法人
を除く。）または民間
事業者等（以下「民
間団体等」という。） 

  

 

  

（１）事業立上経費 

別表１第３欄に同じ。 

別表１第４欄に同じ。 ２／３ 

（２）運営経費 

 別表１第３欄に同じ。 

別表１第４欄に同じ。 １／２ 



様式第１号（第５条、第１１条関係） 

 

  年度子どもの居場所づくり事業計画（報告）書 

 

居場所の名称  

実施団体名 
 

責任者（代表者）氏名 
 

事業実施（予定）場所 
 

事業実施（予定）期間 
 

【事業内容】 具体的に記載してください。 

対象者 

（対象者、定員の

有無等） 

 

 

 

 

※実績報告時には利用実績（開催日ごとの利用者数が分かるもの）を添付して

ください。 

開催頻度 

（頻度、回数等） 

 

 

※記載例：年〇回（月〇回、毎週○曜日、第○○曜日、夏休み期間中〇回） 

利用料の額 

          円 

※対象別等で金額を設定している場合はその内容を記載してください。 

（                                 ） 

食事提供の 

有無 

有  ・  無 

（有の場合は提供数（延数）                      ） 

事業の周知 

方法 

 



居場所における

活動内容 

〇実施体制  ※スタッフやボランティアの人員体制等 

 

 

 

 

 

〇活動の具体的な内容  ※食事や学習、あそび、イベント等 

行政や学校等と

の連携内容 

〇ねらい 

 

 

 

 

 

 

〇連携している機関や専門職 

 

 

 

 

 

 

〇連携の具体的な内容 

 

 

 

 

 

 



〇効果・成果  ※実績報告時に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附金の有無 有  ・  無 

他の補助金の活

用の有無  

有  ・  無  

 

 

※他の補助金の活用の有無について、いずれかに○をしてください。 

※「有」の場合は、その補助金名、事業内容、当該補助金に係る問合せ先を記

載してください。 

 （注）実施する事業所ごとに作成してください。 

 

＜消費税の取り扱い＞ 

課税事業者（簡易課税事業者を除く。）  

  ※課税事業者（簡易課税事業者を除く。）に該当する場合は「該当」、該当しない場合は「非該当」と表右欄

に記載すること。非該当の場合は、下欄にその理由を記載すること。 

非該当の場合 （非該当の理由） 

 

 

 



様式第２号（第５条、第１１条関係） 

 

  年度子どもの居場所づくり事業収支予算（決算）書 

 

＜収入の部＞                                 （単位：円） 

区 分 
本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 
増 減 摘  要 

県補助金     

自己資金     

寄附金     

その他     

計     

 

＜支出の部＞                                 （単位：円） 

区 分 
本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 
増 減 摘  要 

会場に要する経費     

食事提供に 

要する経費 
    

学習支援に 

要する経費 
    

その他の活動に 

要する経費 
    

行政等との連携に

要する経費 
    

備品買替に 

要する経費 
    

計     

（注）実施する事業所ごとに作成してください。 



様式第３号（第５条、第１１条関係） 

 

  年度子どもの居場所づくり事業支出予定（支出）額内訳書 

 

（単位：円） 

科 目 支出予定（支出）額 

積 算 内 訳 

（単価、人数等が分かるよう具体的に記載してく

ださい。） 

   

合 計 
  

 

（注１）補助金を充当しない経費には下線を引いてください。 



様式第４号（第６条関係） 

第         号 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

 

職  氏 名  （印） 

 

 

  年度子どもの居場所づくり事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった子どもの居場

所づくり事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和

３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとお

り交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象事業 

本補助金の対象事業の内容は、・・・・・・・・・・・とする。 

 

２ 交付決定額等 

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が

変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

（１）算定基準額   金          円 

（２）交付決定額   金          円 

 

３ 交付額の確定 

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、子どもの居場所づくり事業補助

金交付要綱（令和２年３月２３日付第２０１９００３３２７３２号鳥取県福祉保健部長通

知。以下「要綱」という。）第３条第２項又は第４条第２項の規定を適用して算定した額と、

前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額

により行う。 

 

４ 補助規程の遵守 

本補助金の収受及び使用、対象事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わな

ければならない。 

 



様式第５号（第１３条関係） 

 

  年度子どもの居場所づくり事業運営状況についての報告書 

 

居場所の名称  

実施団体名  

責任者（代表者）氏

名 
 

事業実施場所  

事業実施期間  

【事業内容】 具体的に記載してください。 

対象者 

（対象者、定

員の有無等） 

 

 

 

 

※実績報告時には利用実績（開催日ごとの利用者数が分かるもの）を添付して

ください。 

開催頻度 

（頻度、回数

等） 

 

 

 

 

 

※記載例：年〇回（月〇回、毎週○曜日、第○○曜日、夏休み期間中〇回） 

利用料の額 

     円 

 

※対象別等で金額を設定している場合はその内容を記載してください。 

（                                 ） 

食事提供の 

有無 

有  ・  無 

（有の場合は提供数（延数）                      ） 



事業の周知 

方法 

 

居場所にお

ける活動内

容 

〇実施体制  ※スタッフやボランティアの人員体制等 

 

 

 

 

 

〇活動の具体的な内容  ※食事や学習、あそび、イベント等 



行政や学校

等との連携

内容 

〇ねらい 

 

 

 

 

 

 

〇連携している機関や専門職 

 

 

 

 

 

 

〇連携の具体的な内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇効果・成果   

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）実施する事業所ごとに作成してください。 



様式第６号（第１３条関係） 

（番   号）  

年  月  日  

 

 

 鳥取県知事         様 

 

 

届出者 

  住 所 

  氏 名 

 

 

子どもの居場所づくり事業休止（廃止・変更）届出書 

 

 子どもの居場所づくり事業補助金交付要綱（令和２年３月２３日付第２０１９００３３２７

３２号鳥取県福祉保健部長通知）第１３条第３項の規定により、補助金の交付に係る事業を休

止（廃止、変更）する予定ですので、届け出ます。 

 

記 

 

１ 居場所の概要 

（１）名称 

（２）実施団体名 

（３）事業実施場所 

（４）事業実施期間 

（５）事業実施状況 

  ①開催頻度 

  ②利用料の額 

  ③食事提供の有無 

  ④事業実施体制 

  ⑤主な活動内容 

  ⑥関係機関等との連携状況 

 

２ 補助金の概要 

（１） 交付年月日 

（２） 交付金額 

 

３ 休止（廃止、変更）の概要 

（１） 予定時期 

（２） 休止（廃止、変更）の内容 

（３） 理由 

 

４ その他 

 



 
様式第７号（第１１条関係） 
 

年   月   日 
              様 
 

職  氏  名    印   
 

鳥取県子どもの居場所づくり事業仕入控除税額確定報告書 
 
   年  月  日付第   号で交付決定を受けた鳥取県子どもの居場所づくり事業補助

金に係る消費税等仕入控除税額について、鳥取県子どもの居場所づくり事業補助金交付要綱第

１１条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 
記 

 
１ 鳥取県補助金等交付規則第１８条第１項に基づく補助金の確定額 

  金   円 

 

２ 実績報告時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

  金   円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

  金   円 

 

４ ３の額を仕入控除税額として算出した補助金実績相当額 

  金   円 

 

５ 補助金返還相当額（１－４） 

  金   円 

 

※参考となる資料（確定申告書等）を添付すること 

 

 

 

 

 

 

 


